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Abstract
In this paper I consider a South economy that produces a tradable goods and non-tradable 
goods (tourism), in which production of goods and services causes pollution. This type of 
economic model has been analysed by Chao and Sgro (2008), but they did not fully analyze 
the effect of tightening the pollution control on production, factor rewards and income 
distribution. Their interest lied only in deriving the optimal pollution tax and its nature. 
Nakai, Okamoto and Shimizu (2016) also investigates the model with more general utility 
function than Chao and Sgro (2008) and analyze the reduction in emmision cap on production 
and factor rewards through the terms of trade change. In this paper I investigate the 
effects of the environmental tax (pollution tax) on poroduction, factor rewards, and income 
distribution in the same model as Nakai, Okamoto and Shimizu (2016). First, I investigate the 
working of the model and doing comparative static analysis when the relative price of non-
tradable goods, i.e. the terms of trade of tourism is given constant. Second, I examine the 
effects of immigration on the production side of the economy. Third, I investigate the demand 
side of the economy and examine the rise in pollution tax on the terms of trade of tourism 
and size of pollution. Finally, I examine the total effects of raising pollution tax on production, 
factor rewars and income distribution.
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こうした問題の分析検討は、Copeland（2003）や Ishikawa and Kiyono（2006）で汚染物質
に関するシステマティックな取扱い方法、すなわち汚染物質をあたかも投入物であるかのよ


































定する。財・サービスの生産に際しては、汚染が放出されるものとし、第 i 財を Xi 単位生産
することにより Zi 単位の汚染が排出されるものとする。いま、貿易財の生産からは Z₁ 単位、
国内財の生産からは Z₂ 単位の汚染が排出されるものとすると、この経済における全ての汚染




既に Ishikawa and Kiyono（2006）で示されている。本論文もこのアプローチ法に従うことに
すると、第 1 財及び第 2 財の生産関数はそれぞれ X₁=F¹（S, Z₁）及び X₂=F 2（L, Z₂）として
表すことが出来る。ここでは無用の混乱を避けるために、各財の生産関数 F j（j=1, 2）は通常












いま、w₁ を熟練労働の賃金、w₂ を未熟練労働の賃金とし、r を汚染 Z に対する支払（汚染




ここで ci は、第 i 財の単位費用関数を表すものとする。次に、熟練労働の賦存量を S、未熟練
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体系ではツーリズム交易条件 p を所与とした形で解いて、汚染税 r の変化が w₁、w₂、Z、X₁、
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第 2 財の生産 X₂ を増加させると同時に、汚染量 Z₂ を増加させる。他方、未熟練労働の増加は、
財価格が所与一定の下でかつ汚染税も一定である下では、熟練労働の賃金に影響を及ぼし得な
い。従って、国内財の生産の拡大とそれに伴う汚染の増加のみが実現する。
命題 2（p 外生の場合）：このモデルの枠組みで、未熟練労働の賦存量の増加は、第 2 財の生
産を増加させ、汚染量を増加させるだけで、未熟練労働の報酬を変化させない。また、








































































また は、汚染量 Z の変化ΔZ<0 によりツーリズム部門で可能な汚染量に対する支払
いがどれだけ変化するかを測っておりΔZ= ΔZ₁ ならば であるが、ΔZ= ΔZ₂ な
らば となるから、 は 0 から 1 の値を取り得る。従って、 は正
負何れの値も取り得る11。いま、 =0 となるような第 2 財の生産に対する配分から奪われ
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（26）式最右辺の括弧内の第 1 項は、汚染量が追加 1 単位増加した場合に第 2 財の生産がどれ
だけ増えるかを（第 1 財をニューメレールとして）表したものであり、一方、第 2 項は汚染量

























問題（P1）は第 1 部門が、（P2）は第 2 部門が解くべき問題ということになる。この問題を解き、
さらに汚染価格 r と各産業の汚染量 Z₁、Z₂ との関係を見ると、次のような関係が導かれる14。
（28）
（29）
従って、汚染価格 r と汚染量 Z との関係は、次のように表される。
（30）


























































・・・ 0 ・・・ １ ・・・
- - - - -
- - - 0 ＋
- - - - -
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た文献としては Hazari and Sgro（2004）や Hazari and Hoshmand（2011）などがある。また、先駆的
な文献には Copeland（1991）がある。近年では、環境問題との関連させた文献として、Beladi, Chao, 
Hazari and Laffargue（2009）や Chao, Laffargue and Sgro（2011）などがある。
2 WTTC（World Travel and Tourism Council）の調べによると、世界におけるツーリズム産業の直接
経済効果は約 2 兆ドル（自動車産業の 2 倍以上）で、これは世界 GDP の 9.1％（約 6.3 兆ドル）に当た
る。また、ツーリズム産業の雇用創出効果は、世界全体で約 2 億 5500 万人と試算されており、世界全体
の雇用の 8.7％を占める重要な産業である、と主張されている。（The Comparative Economic Impact of 
Travel & Tourism, 2012 参照。）なお、これに対して日本では、付加価値は 24.5 兆円（GDP の 5.2％）で、
雇用効果は 419 万人（全国就業者数の 6.5％）であると報告されている（データの詳細に関しては、JTB
総合研究所 http://www.tourism.jp/tourism-database/glossary/tourism-industry/ を参照のこと）。「観光
立国」を目指す国としては、まだ改善の余地があると言える数値である。
3 同 様 の 方 法 に よ る 分 析 は、Chao, Hazari, Laffargue and Yu（2008） や Beladi, Chao, Hazari and 
Laffargue（2009）及び Hazari and Hoshmand（2011）などでも用いられている。
4 最適汚染税率を求める際に、彼らは十分条件を検討しておらず、求めた最適汚染税率は厚生を最小にし
ている可能性を否定できない。










9 （26）式右辺第 1 項の 2 行目の係数は第 2 財の需要関数も供給関数も共に価格のゼロ次同次関数であるた
め と変形出来ることから導かれる。
10 いま、経済体系の調整式を と置くものとしよう（ただし は調整速
度を表す正のパラメタである）。この調整式の経済的意味は、第 2 財に対する超過需要は第 2 財の相対価
格を上昇させる、と言うことである。このような調整の下で、この体系が安定的であるための必要十分
条件は、当然 <0 となることである。このとき、第 2 財への超過需要を
　　　 　
  と表すものとすると、この <0 と <0 は同値である。（6）式及び（7）式より
となるので、体系が安定的であるための必要十分条件は >0 となることである。
11 ツーリズム交易条件 p がどのように変化するかを図示すると、次頁の図 1 のように表すことができる。
この図（とその解説）から分かるように、どれだけ第 2 財の生産に汚染量が使われるかに依存して、交
易条件は悪化したり改善したりする。
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◆解説：第 1 象限の点 A を通る曲線は汚染量が Z の場合の生産可能性曲線（PPF）で、点 A におけ
る接線の傾きは -1/pA で、一方点 B と C を通る曲線は汚染量が Z+ΔZ の時の PPF である。汚染の
減少分（ΔZ<0）がすべて第 2 財の場合、PPF の傾きは点 B を通る接線の傾き -1/pB に一致し、他方、
それがすべて第 1 財の場合、PPF の傾きは点 C を通る接線の傾き -1/pC に一致する。図から明らか
なように、交易条件の大小関係は、pB<pA<pC となっており、第 2 財の生産のために使われる汚染の
削減量が小さければ小さい程、交易条件は当初の値 pA よりも大きくなり、改善することが分かる。
12 であり、 である点に注意。
13 この命題は、仲井・岡本・清水（2016）の命題 4 に他ならない。
14 生産関数は、①単調増加で、② 1 次同次で、③強擬凹、かつ④ 2 回連続微分可能であれば、限界生産費
は正で、生産関数の縁付ヘッセ行列式は正となることを示すことが出来る。生産関数に関する仮定から、
第 1 財についても第 2 財についても、縁付ヘッセ行列式は正である点に注意。
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